　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」実施状況調査票
第三期（平成２６～３０年度）施策評価調査票

	実施計画項目
	第３　６　ホームレスになるおそれのある者に対する支援

	
	（１）あいりん地域日雇労働者に対する就労及び生活の支援

イ　あいりん地域日雇労働の労働福祉の向上

	実施計画内容
	○「公益財団法人西成労働福祉センター」において、あいりん地域日雇労働者を対象として、労働条件、労働災害などの就労に関する問題及び医療、雇用保険･健康保険、宿泊場所、住居などの諸制度や手続きなど、就労生活に関わりのある問題について、相談や情報提供などの支援を行います。

○また、日雇労働者の就労活動の拠点であるとともに、シャワー室などの福利厚生施設を設置する「あいりん労働福祉センター」の維持運営を行います。

○大阪市があいりん地域の日雇労働者を対象として実施する生活・健康上の支援事業に対し、必要な助成を行います。

	（１）事業実績
	○公益財団法人西成労働福祉センターでは、地域の労働者を対象に、労働災害に関する相談と支援、医療や宿泊をはじめ就労生活に関する相談と支援を行った。

【事業費（再掲）】                 　  （H30は当初補助決定額）（単位：千円）

H26年度

H27年度

H28年度

H29年度

H30年度

職業紹介等事業
補助金

327,625
302,899
338,278
357,896
296,722
○労働者福祉施設であるあいりん労働福祉センターの管理運営を行った。

【事業費】　                      　　（H30は当初補助決定額）（単位：千円）

H26年度

H27年度

H28年度

H29年度

H30年度

施設管理業務補助金

178,837
166,672
156,255
152,687
156,143
○あいりん地域において医療を行う大阪社会医療センターへ助成を行う大阪市に対し補助するとともに、大阪市が行うあいりん地域越年対策事業について補助した。あいりん地域越年対策事業補助金は平成26年度末で廃止。
【事業費】　                      　　　　                    （単位：千円）
H26年度

H27年度

H28年度

H29年度

H30年度

大阪社会医療C
補助金

20,875
26,467
12,000
12,000
12,000
越年対策事業補助金

4,801


	（２）事業の効果
	○労働相談等実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H30.8末現在）
H26年度

H27年度

H28年度

H29年度

H30年度

労災相談件数

2,095件
2,926件
3,285件
1,738件
1,410件
労働相談件数

608件
326件
375件
424件
184件
総合支援件数

69件
68件
85件
125件
17件
労働関係相談件数

4,790件
4,615件
4,479件
3,758件
1,708件
生活身上相談等件数

1,935件
1,901件
1,955件
1,995件
817件
○あいりん労働福祉センターの利用状況　　　　　　　　　　　　（H30.8末現在）　　　

H26年度

H27年度

H28年度

H29年度

H30年度

福利厚生施設
等利用者数
（延べ人数）

294,302人
277,260人
248,961人
227,680人
88,164人
○大阪社会医療センター受診件数　　　　　　　　　　　　　　（H30は計画数）　　　　　

H26年度

H27年度

H28年度

H29年度

H30年度

入院者数

12,693人
15,477人
16,005人
14,759人
16,790人
外来者数

61,486人
62,529人
63,924人
63,072人
62,000人
○あいりん地域越年対策事業入所者数 　                    （H30は計画数）
H26年度

H27年度

H28年度

H29年度

H30年度

入所者数

113人

(416人)
― 人

(443人)
― 人

(428人)
― 人

(377人)
― 人

(470人)
※括弧内はあいりん地域越年対策事業補助金の補助対象外施設を含めた、大阪市事業実施全施設の合計。

	（３）課題・問題点
	○高齢化の進展等により、労働者の福祉ニーズが多様化しており、生活基盤の脆弱

化を防ぐため「個別的・継続的・包括的」な支援と共に、生活・健康上の支援も必

要である。

	（４）今後の
取り組み方向
	○西成労働福祉センターの相談事業等については、福祉施策を担当する大阪市をはじめ地域の支援団体との連携を深め、効果的、効率的な事業の推進に努める。

	担当部室課
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